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〒602-8570 京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町

発行所　　京 都 府
政 策 法 務 課
電  話 （075） 414-4037

〒602-8048 京都市上京区下立売通小川東入　　　　

印刷所　　中 西 印 刷 株 式 会 社
電  話 （075） 441-3155

　告　　　　示　

京都府告示第97号

　京都府府税条例（昭和25年京都府条例第42号）第18条
第１項の規定により、同条例第42条の19第１項に規定す
る個人の行う事業に対する事業税（令和２年中における
個人の事業の所得に係るものに限る。）に係る申告書の
提出については、令和２年の中途において事業を廃止し
た場合を除き、府域において、その期限を令和３年４月
15日とする。

　令和３年３月５日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第98号

　漁船損害等補償法（昭和27年法律第28号。以下「法」
という。）第113条の２第１項の規定により、次の加入区
の指定漁船を普通損害保険に付すべき義務は、令和３年
３月２日限りで消滅した。

　令和３年３月５日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

加入区付保義務発 生 日 告示番号 消滅理由

丹後町
加入区

平
29. 3. 3平成29年京都府告示第105号

法第113条の２第１項
第１号該当

京都府告示第99号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定
により、道路の区域を次のとおり変更する。
　なお、その関係図面は、次の縦覧場所において、令和
３年３月５日から令和３年３月19日まで縦覧に供する。

告　　　　　示

○個人事業税の申告書の提出期限の延長 （税務課）  117
○漁船損害等補償法に基づく付保義務の消
滅 （水産事務所）   〃
○道路の区域変更
  （乙訓土木事務所、山城北土木事務所）   〃
○道路の供用開始
  （　　　　　　　 〃 　　　　　　　）  118

公　　　　　告

○令和元年度情報公開制度の運用状況 （政策法務課）   〃
○令和元年度個人情報保護制度の運用状況
  （　　〃　　）  120
○京都府環境影響評価条例に基づく環境影
響評価書の概要等 （環境管理課）  121
○令和３年度前期技能検定の実施 （人材開発推進課）  122
○令和３年度随時実施技能検定の実施
  （　　　〃　　　）  125

○都市計画法に基づく工事完了
  （建築指導課、山城北土木事務所）  127

公 安 委 員 会

○京都府警察本部等組織規則の一部を改正する規則   〃
○警察職員の定員に関する規則の一部を改正する規
則　　  128

選挙管理委員会

○京都府条例の制定又は改廃等の請求に要する選挙
人名簿に登録されている者の数  130
○京都府議会の解散等の請求に要する選挙人名簿に
登録されている者の数   〃
○京都府議会議員の解職の請求に要する各選挙区の
選挙人名簿に登録されている者の数   〃
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　⑷　縦 覧 場 所　　京都府乙訓土木事務所及び京都府
建設交通部道路管理課

京都府告示第100号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定
により、次の道路の供用を開始する。
　なお、その関係図面は、次の縦覧場所において、令和
３年３月５日から令和３年３月19日まで縦覧に供する。

　令和３年３月５日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

１⑴　道路の種類　　府道
　⑵　路　線　名　　大津宇治線
　⑶　供用開始の区間及び期日

区　　　　　　　　間 期　　　　日

宇治市六地蔵町並40の26から

宇治市六地蔵町並42まで
令和３年３月５日

　⑷　縦 覧 場 所　　京都府山城北土木事務所及び京都
府建設交通部道路管理課

２⑴　道路の種類　　府道
　⑵　路　線　名　　伏見柳谷高槻線
　⑶　供用開始の区間及び期日

区　　　　　　　　間 期　　　　日

長岡京市浄土谷西山１から

長岡京市浄土谷西山１まで
令和３年３月５日

　⑷　縦 覧 場 所　　京都府乙訓土木事務所及び京都府
建設交通部道路管理課

　令和３年３月５日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

１⑴　道路の種類　　府道
　⑵　路　線　名　　大津宇治線
　⑶　道路の区域

区　　　　　　　間
変更
前後
別

敷地の幅員 延　長

宇治市六地蔵町並40の26から

宇治市六地蔵町並42まで

前

ｍ
 最小　11.6

 最大　13.1

ｍ

　 　41.2

後
 最小　13.1

 最大　14.3

　⑷　縦 覧 場 所　　京都府山城北土木事務所及び京都
府建設交通部道路管理課

２⑴　道路の種類　　府道
　⑵　路　線　名　　城陽宇治線
　⑶　道路の区域

区　　　　　　　間
変更
前後
別

敷地の幅員 延　長

宇治市小倉町春日森83の１か
ら

宇治市小倉町春日森83の２ま
で

前

ｍ
 最小　 9.7

 最大　11.2

ｍ

　 　41.7

後
 最小　11.2

 最大　11.7

　⑷　縦 覧 場 所　　京都府山城北土木事務所及び京都
府建設交通部道路管理課

３⑴　道路の種類　　府道
　⑵　路　線　名　　伏見柳谷高槻線
　⑶　道路の区域

区　　　　　　　間
変更
前後
別

敷地の幅員 延　長

長岡京市浄土谷西山１から

長岡京市浄土谷西山１まで

前

ｍ
 最小　15.9

 最大　28.2

ｍ

　 　45.3

後
 最小　23.8

 最大　30.8

　公　　　　告　

　京都府情報公開条例（平成13年京都府条例第１号。以下「条例」という。）第28条の規定により、令和元年度におけ
る制度の運用状況を次のとおり公表する。

　令和３年３月５日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　
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１　公開請求の件数及び処理の状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：件

注 　「請求件数」とは、条例第４条の規定により公開請求のあったもののうち、令和元年度中に実施機関が決定を行ったもの及
び取り下げられたものの件数（合計）をいう。

２　不服申立ての状況等
　⑴　不服申立ての件数
　　　　　　　　　　　　　　　　 単位：件

　⑵　令和元年度における処理の状況（⑴のＣの内訳）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 単位：件

３　情報提供の状況

注　１ 　「情報提供の件数」とは、府民総合案内・相談センター（本庁）、総合案内・相談コーナー（各広域振興局）及び警察
本部情報公開室における情報提供の件数（合計）をいう。

　　２　「利用者数」とは、府民総合案内・相談センター及び警察本部情報公開室の利用者数をいう。
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　京都府個人情報保護条例（平成８年京都府条例第１号。以下「条例」という。）第39条の規定により、令和元年度に
おける制度の運用状況を次のとおり公表する。

　令和３年３月５日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

１　開示請求の件数及び処理の状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：件

注　１ 　「請求件数」とは、条例第12条の規定により開示請求のあったもののうち、令和元年度中に実施機関が決定を行ったも
の及び取り下げられたものの件数（合計）をいう。

　　２　令和元年度においては、条例第19条の規定による訂正請求はなかった。
　　３　令和元年度においては、条例第22条の規定による利用停止請求はなかった。
　　４　令和元年度においては、条例第30条第１項の規定による取扱いの是正の申出はなかった。

２　不服申立ての状況等
　⑴　不服申立ての件数
　　　　　　　　　　　　　　　　 単位：件
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　⑵　令和元年度における処理の状況（⑴のＣの内訳）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：件

３　簡易開示の状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：件

４　事業者に対する指導状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：件

　京都府環境影響評価条例（平成10年京都府条例第17号）第24条の規定により、環境影響評価書（以下「評価書」とい
う。）の提出があったが、その概要は、次の１のとおりであり、環境影響を受ける範囲であると認められる地域（以下「関
係地域」という。）は、次の２のとおりである。
　なお、同条例第25条第１項の規定により、評価書の写しを次の３のとおり縦覧に供する。

　令和３年３月５日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

１　評価書の概要
　⑴　事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地
　　　名　称　枚方京田辺環境施設組合
　　　代表者　管理者　上村　崇
　　　所在地　枚方市大字尊延寺2949番地
　⑵　対象事業の名称、種類及び規模
　　　名　称　枚方京田辺環境施設組合可燃ごみ広域処理施設整備事業
　　　種　類　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第８条第１項に規定する一般廃棄物処理

施設であって焼却により処理するものの設置の事業
　　　規　模　処理能力　168トン／日（７トン／時間）
　⑶　対象事業が実施されるべき区域
　　　京田辺市田辺ボケ谷及び甘南備台二丁目地内ほか
２　関係地域
　　京田辺市田辺尼ヶ池の一部、奥ノ城、狐川の一部、外ヶ谷、西川原、平の一部、ボケ谷、丸山の一部及び茂ヶ谷、
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　職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第46条第
２項の規定により、令和３年度前期技能検定を次のとお
り実施する。

　令和３年３月５日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

１　実施職種
　⑴　１級及び２級

甘南備台１丁目、２丁目及び３丁目、薪赤坂、大欠の一部、大崩、小欠の一部、斧窪、甘南備山の一部、狐谷、里ノ
内の一部、城ヶ前、溜池の一部、大仏谷、長尾谷、平田谷の一部、堀切谷の一部、舞ヶ辻の一部、百々坂及び山垣外
の一部、興戸石峠、大谷、川原谷、地蔵谷の一部及び宮ノ前の一部、多々羅下司、新宮前の一部、谷奥の一部、中垣
内の一部及び都谷の一部、普賢寺打垣内の一部、宇頭城、王子谷の一部、奥北谷、掛ヶ谷、上大門の一部、観音谷、
口北谷、暗狩、下司、御所ノ内の一部、佐倉谷の一部、下大門の一部、砂子谷、千草原、峠ノ裏、中島の一部、針木
谷及び若林の一部並びに天王奥別所の一部並びに枚方市杉北町１丁目の一部、杉責谷１丁目の一部、尊延寺６丁目の
一部、宗谷１丁目の一部及び２丁目の一部、大字尊延寺の一部並びに大字穂谷の一部
３　評価書の写しの縦覧の場所、期間及び時間

縦覧場所 縦覧場所の所在地 縦覧期間 縦覧時間

京都府府民環境部環境管理課 京都市上京区下立売通新町西入薮
ノ内町

令和３年３月５日（金）
から令和３年４月５日
（月）まで

午前９時から正午まで
及び午後１時から午後
５時まで

〃　　山城北保健所環境課 宇治市宇治若森７の６

〃　　田辺総合庁舎総合案内・相談コ 
ーナー 京田辺市田辺明田１

京田辺市経済環境部ごみ広域処理推進
課 〃　　　田辺80

〃　　　環境衛生センター甘南備園 〃　　　田辺ボケ谷58

枚方京田辺環境施設組合 枚方市大字尊延寺2949（枚方市東
部清掃工場内）

午前９時から午後５時
15分まで

枚方市行政資料コーナー 〃　　大垣内町２丁目１の20（枚
方市役所別館６階）

午前９時から午後５時
30分まで

〃　　環境部環境指導課 〃　　田口５丁目１の１（枚方市
穂谷川清掃工場内）

午前８時45分から午後
５時15分まで

枚方市役所津田支所 〃　　津田北町２丁目25の１

午前９時から午後５時
30分まで〃　　　　香里ヶ丘支所 〃　　香里ヶ丘３丁目13

〃　　　　北部支所 〃　　楠葉並木２丁目29の３
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　⑶　単一等級

２　実施等級等
　　１の⑴の表に掲げる職種については、１級又は２級
に区分して実施する。
３　検定の方法
　　実技試験及び学科試験
４　受検手数料、実施期日、実施場所等
　⑴　実技試験
　　ア　受検手数料

　⑵　３級
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　　　　令和３年６月７日（月）から令和３年９月12日
（日）までの間において、京都府職業能力開発協
会が指定する日

　　ウ　実施場所
　　　　京都府職業能力開発協会から通知する場所
　　エ　問題の公表
　　　　令和３年５月31日（月）から次の場所において

公表するとともに、受検申請者宛てに送付する。
ただし、職種によっては、問題の公表に代えて問
題の概要の公表を行うことがある。

　　　　京都府職業能力開発協会
　　　　京都市伏見区竹田流池町121の３
　　　　京都府立京都高等技術専門校２階
　⑵　学科試験
　　ア　受検手数料　3,100円
　　イ　実施期日

　　ウ　実施場所
　　　　京都市及び舞鶴市
５　受検申請の手続
　⑴　提出書類等
　　ア　技能検定受検申請書
　　イ　実技試験又は学科試験の免除を受けようとする

場合は、その資格を証明する書類
　　ウ　受検資格を証明する書類
　　エ　受検手数料払込みを証する当座口振込金受付証
　⑵　受付期間
　　　令和３年４月５日（月）から令和３年４月16日（金）
まで（日曜日及び土曜日を除く。受付時間は、午前
９時から午後４時30分まで（正午から午後１時まで
を除く。）とする。）

　⑶　申請書類の提出先等
　　ア　申請書類の提出先
　　　　京都府職業能力開発協会

備考　１ 　令和３年４月１日における年齢が35歳未満の者が２
級又は３級の実技試験を受検する場合は乙欄、その他
の場合は甲欄の手数料とする。

　　　２ 　１にかかわらず、出入国管理及び難民認定法（昭和
26年政令第319号）別表第１の上欄の在留資格をもっ
て在留する者については、甲欄の手数料とする。

　　　３ 　次に掲げる者が３級を受検する場合は、括弧内の手
数料とする。ただし、次の⑴及び⑵については、短期
課程の普通職業訓練又は専門短期課程若しくは応用短
期課程の高度職業訓練を受けている者を除く。

　　　　⑴ 　公共職業能力開発施設又は職業能力開発総合大学
校の訓練生

　　　　⑵ 　認定職業訓練施設の訓練生（就職している者を除
く。）

　　　　⑶　高等学校又は中等教育学校の後期課程の生徒
　　　　⑷　専修学校又は各種学校の生徒
　　　　⑸　高等専門学校の学生
　　　　⑹　短期大学の学生
　　　　⑺　大学（短期大学を除く。）の学生
　　　　⑻　その他知事が認める者

　　イ　実施期日
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３級及び基礎級の技能検定を次のとおり実施する。

　令和３年３月５日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

１　実施職種

２　実施等級等
　　１に掲げる職種については、随時２級、随時３級及
び基礎級に区分して実施する。
３　検定の方法
　　実技試験及び学科試験
４　受検手数料、実施期日、実施場所等
　⑴　実技試験
　　ア　受検手数料

　　　　〒612-8416　京都市伏見区竹田流池町121の３
　　　　京都府立京都高等技術専門校２階
　　イ　申請書類の提出方法
　　　　申請は、持参を原則とするが、郵送による場合

は、アの提出先まで簡易書留郵便によることと
し、封筒の表に「技能検定受検申請書在中」と朱
書きすること。

　　　　なお、受付期間内の消印のあるものに限り受け
付ける。

６　合格の発表等
　⑴　技能検定合格者の発表
　　　金属熱処理を除く３級の職種は令和３年８月27日
（金）に、その他の職種は令和３年10月１日（金）
に合格者の受検番号を京都府庁正門前掲示板に掲示
するほか、京都府のホームページ（

）に掲出するとともに、京都府商工労働観
光部人材開発推進課から合格者宛て書面で通知する。

　⑵　実技試験又は学科試験の合格通知
　　　実技試験又は学科試験のいずれかに合格した者に
ついては、京都府職業能力開発協会から書面で通知
する。

　⑶　技能検定合格証書等の交付
　　　１級及び単一等級の技能検定の合格者には厚生労
働大臣名の、２級及び３級の技能検定の合格者には
京都府知事名の合格証書を交付する。また、厚生労
働大臣から、技能検定の合格者に対し、合格した等
級の技能士章を交付する。

７　その他
　⑴　技能検定受検申請書及び受検案内は、京都府職業
能力開発協会及び京都職業能力開発短期大学校（舞
鶴市上安）において配布する。

　　　なお、技能検定受検申請書及び受検案内の郵送を
希望する場合は、封筒の表に「技能検定受検申請書
用紙請求」と朱書きし、１部につき送料140円切手
を同封の上、京都府職業能力開発協会に申し込むこ
と（２部以上を送付希望の場合は、あらかじめ京都
府職業能力開発協会に送料の確認をすること。）。

　⑵　申請を受け付けた後は、申請を取り消し、又は受
検しなかった場合であっても、手数料は返還しない。

　⑶　技能検定に関する問合せ先
　　ア　京都府職業能力開発協会
　　　　〒612-8416　京都市伏見区竹田流池町121の３
　　　　京都府立京都高等技術専門校２階
　　　　電話（075）642-5075
　　イ　京都府商工労働観光部人材開発推進課
　　　　京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町
　　　　電話（075）414-5105

　職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第46条第
２項の規定により、令和３年度における随時２級、随時
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　　イ　実施期日
　　　　令和３年４月１日（木）から令和４年３月31日

（木）までの間において、京都府職業能力開発協
会が指定する日

　　ウ　実施場所
　　　　京都府職業能力開発協会から通知する場所
　　エ　問題の公表
　　　　実技試験問題は、あらかじめ受検申請者に公表

する。ただし、職種によっては問題の公表に代え
て問題の概要の公表を行うことがある。

　⑵　学科試験
　　ア　受検手数料　3,100円
　　イ　実施期日
　　　　令和３年４月１日（木）から令和４年３月31日

（木）までの間において、京都府職業能力開発協
会が指定する日

　　ウ　実施場所
　　　　京都府職業能力開発協会から通知する場所
５　受検申請の手続
　⑴　提出書類
　　ア　技能検定受検申請書
　　イ　受検手数料払込みを証する当座口振込金受付証
　⑵　受付期間
　　　原則として、技能検定試験の実施期日30日前まで
　⑶　提出先
　　　京都府職業能力開発協会
　　　〒612-8416　京都市伏見区竹田流池町121の３
　　　京都府立京都高等技術専門校２階
６　合格の発表等
　⑴　実技試験又は学科試験の合格通知
　　　実技試験又は学科試験のいずれかに合格した者に
ついては、京都府職業能力開発協会が書面で通知す
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１⑴　工事が完了した開発区域に含まれる地域
　　　相楽郡精華町大字祝園小字佃57の１、58の１
　　　（関連区域）
　　　相楽郡精華町大字祝園小字佃55の３の一部、56の
３、57の２、58の２の一部、小字神木段16の１の一
部、16の３の一部、16の５の一部、町有地

　⑵　開発許可を受けた者の住所及び名称
　　　奈良市中山町1523の１、２Ｆ
　　　Ｄプランニング合同会社
２⑴　工事が完了した開発区域に含まれる地域
　　　京田辺市三山木西角田17の１、17の２、18の１
　　　（関連区域）
　　　京田辺市三山木西角田17の３、17の４、18の２、
三山木中央六丁目115の一部、市有地

　⑵　開発許可を受けた者の住所及び名称
　　　宇治市大久保町上ノ山36の１
　　　株式会社ホームズ

公　安　委　員　会

　京都府警察本部等組織規則の一部を改正する規則をこ
こに公布する。

　　令和３年３月５日　
京都府公安委員会　　　　　　　
委員長　平　林　　幸　子　　

京都府公安委員会規則第１号

京都府警察本部等組織規則の一部を改正する規則

　京都府警察本部等組織規則（昭和42年京都府公安委員
会規則第３号）の一部を次のように改正する。
　第24条中第10号を第11号とし、第９号を第10号とし、
第８号の次に次の１号を加える。
　⑼　犯罪による収益の移転防止に関すること。
　第29条中第３号を削り、第４号を第３号とし、第５号
から第８号までを１号ずつ繰り上げる。

　　　附　則

　この規則は、令和３年３月23日から施行する。

る。
　⑵　技能検定合格証書等の交付
　　　随時２級、随時３級及び基礎級の技能検定の合格
者には、京都府知事名の合格証書を交付する。また、
厚生労働大臣から、随時２級及び随時３級の合格者
に対し、技能士章を交付する。

７　その他　
　⑴　この技能検定は、外国人を対象とした研修成果の
評価又は修得技能等の認定に活用するものである。

　⑵　随時２級については、当該検定職種に係る随時３
級の実技試験及び基礎級又は職業能力開発促進法施
行規則及び職業能力開発促進法第47条第１項に規定
する指定試験機関の指定に関する省令の一部を改正
する省令（平成29年厚生労働省令第57号）第１条の
規定による改正前の職業能力開発促進法施行規則
（昭和44年労働省令第24号）第61条に掲げる基礎１
級若しくは基礎２級に合格した者に限り受けること
ができるものとする。

　⑶　随時３級については、当該検定職種に係る基礎級
又は職業能力開発促進法施行規則及び職業能力開発
促進法第47条第１項に規定する指定試験機関の指定
に関する省令の一部を改正する省令（平成29年厚生
労働省令第57号）第１条の規定による改正前の職業
能力開発促進法施行規則（昭和44年労働省令第24号）
第61条に掲げる基礎１級若しくは基礎２級に合格し
た者に限り受けることができるものとする。

　⑷　技能検定受検申請書及び受検案内は、京都府職業
能力開発協会において配布する。

　⑸　申請を受け付けた後は、申請を取り消し、又は受
検しなかった場合であっても手数料は返還しない。

　⑹　技能検定に関する問合せ先
　　ア　京都府職業能力開発協会
　　　　〒612-8416　京都市伏見区竹田流池町121の３
　　　　京都府立京都高等技術専門校２階
　　　　電話（075）642-5075
　　イ　京都府商工労働観光部人材開発推進課
　　　　京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町
　　　　電話（075）414-5105

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第１項に
関する工事が次のとおり完了した。

　令和３年３月５日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　
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　警察職員の定員に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和３年３月５日
京都府公安委員会　　　　　　　
委員長　平　林　　幸　子　　

京都府公安委員会規則第２号

警察職員の定員に関する規則の一部を改正する規則

　警察職員の定員に関する規則（昭和40年京都府公安委員会規則第４号）の一部を次のように改正する。
　別表を次のように改める。

別表
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京都府選挙管理委員会告示第６号

　京都府議会議員の解職の請求に要する各選挙区の選挙
人名簿に登録されている者の総数の３分の１の数は、次
のとおりである。

　令和３年３月５日
京都府選挙管理委員会　　　　
委員長　伝　宝　　和　平　

 北　　　　　区 30,643人
 上　　京　　区 21,147人
 左　　京　　区 41,795人
 中　　京　　区 29,675人
 東　　山　　区 9,857人
 山　　科　　区 36,897人
 下　　京　　区 21,571人
 南　　　　　区 27,130人
 右　　京　　区 54,107人
 西　　京　　区 41,077人
 伏　　見　　区 75,554人
 福　知　山　市 21,282人
 舞　　鶴　　市 22,588人
 綾　　部　　市 9,311人
 宇治市及び久世郡 55,761人
 宮津市及び与謝郡 11,706人
 亀　　岡　　市 24,503人
 城　　陽　　市 21,464人
 向　　日　　市 15,780人
 長岡京市及び乙訓郡 26,814人
 八　　幡　　市 19,570人
 京田辺市及び綴喜郡 23,473人
 京　丹　後　市 15,278人
 南丹市及び船井郡 12,910人
 木津川市及び相楽郡 33,413人

選 挙 管 理 委 員 会

京都府選挙管理委員会告示第４号

　京都府条例の制定又は改廃及び京都府の事務の執行に
関する監査の請求に要する選挙人名簿に登録されている
者の総数の50分の１の数は、次のとおりである。

　令和３年３月５日
京都府選挙管理委員会　　　　
委員長　伝　宝　　和　平　

42,198人

京都府選挙管理委員会告示第５号

　京都府議会の解散並びに京都府の知事、副知事、選挙
管理委員、監査委員、公安委員会の委員並びに教育委員
会の教育長及び委員の解職の請求に要する選挙人名簿に
登録されている者の総数の80万を超える数に８分の１を
乗じて得た数と40万に６分の１を乗じて得た数と40万に
３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数は、次のと
おりである。

　令和３年３月５日
京都府選挙管理委員会　　　　
委員長　伝　宝　　和　平　

363,737人

　　　附　則

　この規則は、令和３年３月23日から施行する。


